
生活排水対策推進計画（案）パブリックコメントの結果 

１．実施概要 
■募集方法 … 伊勢市生活排水対策推進計画（案）を市ホームページへ掲載し、また、下記

場所での閲覧により、意見募集を行った。なお、意見募集にあたり、市おし
らせ版および文字放送にて案内を行った。 

■閲覧場所 … 市役所本庁舎 環境課・総務課・１階市民ホール 
各総合支所生活環境課、各支所、伊勢市立伊勢図書館、伊勢市立小俣図書館 
生涯学習センターいせトピア、二見生涯学習センター、伊勢市民活動センター 

■募集期間 … 平成 20 年 12 月 16 日（火）～平成 21 年 1月 15 日（木） 

 

２．意見募集結果 
■募集結果 ………  6 通 
■意見総数 ……… 10 件 

３．意見整理表  
意見 
者数 

意見 
数 提出意見 伊勢市回答 案修正箇所 
①  下水道に対する税金の使われ方に

ついてですが、受益者負担金だけで
は下水道事業の運営は出来ないと聞
いており、毎年数億円規模の金額を
投入しなければいけないらしいです
ね。 
 では、下水道にならない地域の
方々との間に税金の使われ方に対し
て不公平感があると思いませんか? 

 下水道事業の受益者負担金制度
は、下水道管布設費の一部を受益者
にご負担していただく仕組みです
が、受益者負担金だけで下水道の建
設は出来ません。下水道は将来にわ
たるまちづくりを進めるための社会
資本でもあり、そのための公共投資
は必要と考えています。 
 生活排水処理施設に係る市民負担
の公平性については課題として検討
していきます。また、適正な下水道
使用料についても見直しを進めてい
きます。 

●生活排水対策
推進計画書(案) 
P4 第 2章 3.(2)
の内容を修正 
●概要版(案) 
P6 5-1の内容を
修正 

②  伊勢市の経済状況から見た計画変
更はありますか？ある程度ブロック
に分けて農集排とか計画断念とかの
考えはありますか? 

 本計画書で、人口減少をはじめと
した社会情勢の変化等に対応した生
活排水処理施設整備のあり方につい
て見直しを行いました。その結果、
これまで農業集落排水や下水道で整
備していく予定であった区域から浄
化槽で整備していくことになった区
域をこの計画中の地図に示していま
す。 
 今後も下水道等の整備状況や人口
動向、社会状況等の変化に対応して
いくため、下水道全体計画を定期的
に見直していきます。 

計画(案)の変更
なし 

１ 

③  排水対策に関連する上水道の問
題、料金の統一に関してもどのよう
に考えられていますか? 

 下水道使用料は、「伊勢地区合併
協議会協議項目調整結果」（以下「調
整結果」）に基づき、旧伊勢市、二
見町、御薗町については統一しまし
たが、小俣町については、調整結果
で「宮川流域下水道に接続するまで
は現行どおりとし、この間、経営の
見直しを行い、新市の料金体系への
移行準備に努める。なお、社会経済
情勢に著しい変化が生じた場合に
は、その時点で早急に対応する。」
と定めていることから、現在下水道
使用料の改定に向け準備を進めてい
るところです。 

計画(案)の変更
なし 



④ １．ハード対策 
(1)単独浄化槽から合併浄化槽への
置き換え促進 
 今後の新築住宅では合併浄化槽が
義務付けられると聞いていますが、
古い住宅では相当数の単独浄化槽が
使われていると思われます。これら
を、出来るだけ早く合併浄化槽に置
き換えてゆく必要があると思います
が、具体的には触れられていません。 
 また、糞尿処理が汲み取り式の場
合も、一般の排水は垂れ流し状態で
すので、スペースがある場合は、合
併浄化槽の設置が望まれます。しか
し、このような問題についても触れ
られていません。 
 合併浄化槽の新設または置き換え
に当たっては、市の補助制度があっ
ても、費用のかなりの部分を個人負
担する必要があり、実現のためには
個人の環境意識を高めることが不可
欠です。 
(2)合併浄化槽の管理の徹底 
 合併浄化槽を設置しても管理が不
十分であれば、浄化効果が低下しま
す。法的には定期的に管理すること
が義務付けられているにもかかわら
ず、アンケートによっても管理され
ていない浄化槽が相当数あるようで
す。管理の問題も個人の意識の問題
に帰着しますが、管理実施の啓蒙が
不可欠です。 
 また、工事業者によっては、「浄
化槽設置後、管理する必要は無い」
と公言したり管理をごまかす方法を
施主に伝えている者もあると聞いて
います。したがって、設置業者に対
する教育・監督を頻繁に行うととも
に、このような業者が発見された場
合は、厳罰に処する必要があります
が、本計画には記述されていません。 

 この計画では、将来の市内におけ
る排水処理のあり方を示しており、
下水道や浄化槽での整備区域を明確
にしました。合併処理浄化槽で整備
するとした区域での、単独浄化槽や
し尿汲み取りから合併処理浄化槽へ
の転換は、ご意見のとおり課題と考
えているため、その具体策について
は、国や県の制度を活用しながら、
できるだけ早期に合併処理浄化槽へ
の転換が図られるよう啓発していき
ます。 
なお今後、社会情勢や国県等におけ
る補助制度の動向を見極めたうえ、
市が設置から維持管理までを行う方
式(市設置型)での合併処理浄化槽の
整備について検討していきます。 
 また、浄化槽の維持管理も大きな
課題の一つであり、それらについて
の情報発信や啓発に取り組むことは
もちろんのこと、県と連携して事業
者の指導育成を行っていきます。 

●生活排水対策
推進計画書(案) 
P4 第 2章 3.(2)
の内容を修正 
●概要版(案) 
P6 5-1の内容を
修正 

２ 

⑤ 2．ソフト対策－環境意識の高揚活動 
 環境対策や排水対策の実施に当た
っては、簡単には経済性が成り立た
ないので、個人の環境意識を高める
ことが不可欠です。しかし、行政や
マスコミでこれだけ指摘されながら
も、多くの場合、環境意識は高くあ
りません。したがって、一般的な啓
発活動はほとんど無力です。本計画
に示された内容はまだまだ抽象的
で、具体性がありません。 
  そこで、我が家の経験から、具
体的な方法を次のように提案しま
す。 
(1)勢田川大掃除への参加促進→川
の汚れの自覚 
 この活動は、川の汚れを自覚でき
る重要な機会ですが、参加者の多く
が自治会役員などで、一般市民の参
加はまだまだ少ない状態です（市役
所の職員でも、参加していない人が
多いのでは？）。そこで、呼びかけ
方を工夫して、参加者を増やすよう
にしたい。最近、当地ではスポーツ

 貴重なご提案ありがとうございま
す。ソフト対策については第４章に
記載しておりますが、現在実施して
いる事業としましては、排水対策に
関する出前講習やエコクッキング、
小学校文化祭や各種イベントでの啓
発活動、勢田川大そうじ、小学生を
対象とした環境学習や水生生物調査
等があります。ご提案いただきまし
た具体案については、ぜひ事業実施
計画の中で参考とさせていただきま
す。 

計画(案)の変更
なし 



少年団の子供たちと父兄（一部です
が）が参加しています。    
(2)自分の家庭排水の経路の自覚 
 各家庭で、自分たちの排水がどの
ような経路を経て勢田川などの河川
に流れ込んでいるかを、現地を歩き
ながら確認してもらう。 →自分た
ちが、どのように川を汚しているか、
自分の目で確かめてもらうことが不
可欠。 
(3)水の汚れの程度の自覚 
 自分たちの排水が川に流れ込んで
いる地点の水質を、一度でもよいか
ら自分で調査する。 
 
 (2)、(3)については、各自治会単
位でこれらのことが実行できれば良
いが、現実には難しい点が多いので、
まず、小学校や中学校の総合学習の
一環として、各学校の排水の放流経
路を調べ、放流地点での水質調査を
行ってもらうように働きかける。こ
の際、学校単独ではなく、父兄や地
域の人たちと一緒に行う（一般の大
人は、自らこの種の問題に関心を持
つ可能性は非常に少ないが、自分の
子供が動けば、親も動く可能性があ
る）。ただ、これを実施するために
は、まず先生方の意識改革が必要で
すし、さらに、「こんなことまで、
学校にさせるのか」との反対意見が
出そうです。 
 ただ、我が家の近くの宮山小学校
では、ある時期、熱心な先生がおら
れ、総合学習の一環として宮川ルネ
ッサンス事業に参加して、学校近く
の朝川で定期的な調査を行っておら
れました。しかし、その先生が転勤
されると、残念ながらこの活動は止
まってしまいました。 

⑥ ＜下水道処理に関わる処理費用がそ
の利用者からの徴収する料金だけで
まかないきれず別会計からの補填が
おこなわれている点について＞ 
 これは税の公平な分配という観点
から非常に不公平感を拭えません。
別の処理（合併浄化槽による処理等）
による市民から見れば使っていない
下水道の利用料金まで負担している
ことになるのですから。きちっと説
明して利用料金を値上げして徴収料
金だけで処理費用をまかなっていた
だきたいです。 

 現行の下水道使用料の算定につい
ては、財政収支計画策定期間の維持
管理費を概ね賄える額となっていま
す。しかし、下水道整備に係る費用
まで賄えるまでのものではないこと
から、今後、下水道使用の適正料金
設定の課題として検討していくこと
が必要と考えています。 

計画(案)の変更
なし 

３ 

⑦ ＜近い将来起こりうる可能性が高い
とされている東南海地震など大規模
震災により下水道施設のインフラが
被災して寸断等使用が不可能となっ
た場合の対策について＞ 
 1 日や 2 日で復旧が可能とはとう
てい思われません。長期間になれば
伝染病等、衛生的な観点からも問題
が発生するやもしれません。合併処
理浄化槽、小規模なコミュニティー
プラントによる処理も残すべきでは
ないでしょうか？ 

 下水道は、基準にもとづき設計さ
れた耐震構造ですが、大規模な震災
発生時には、様々なインフラと同様
に被災し損傷することも考えられま
す。「伊勢市地域防災計画」では、
被災時に下水道施設を優先的に応急
復旧することを定めていますが、今
後様々な視点から見た生活排水処理
施設の災害対策に取り組んでいくこ
とが必要と考えています。 

計画(案)の変更
なし 



４ ⑧ 下水道施設工事費は、当初予定価格
を大幅に上回っておりこのままで
は、下水道使用料金の値上げを余儀
なくされると予想されますが、近い
将来値上げされるのでしょうか、又
下水道施設への接続を止めて休止中
の浄化槽を再稼動することは可能で
しょうか。 

 下水道全体事業費については、こ
れまで工費縮減を図り、当初の計画
事業費を上回ることはありません。 
 なお、下水道使用料は、「伊勢地
区合併協議会協議項目調整結果」（以
下「調整結果」）に基づき、旧伊勢
市、二見町、御薗町については統一
しましたが、小俣町については、調
整結果で「宮川流域下水道に接続す
るまでは現行どおりとし、この間、
経営の見直しを行い、新市の料金体
系への移行準備に努める。なお、社
会経済情勢に著しい変化が生じた場
合には、その時点で早急に対応す
る。」と定めており、下水道使用料
の改定に向け準備を進めているとこ
ろです。 
 また、下水道が供用開始された場
合は、下水道法によって下水道に接
続しなければならない旨定められて
いるため、下水道を止めて浄化槽に
戻すことは出来ませんので、ご了承
願います。 

計画(案)の変更
なし 

５ ⑨  浄化槽から下水道に変更するメリ
ットを教えてください。もし、大規
模災害が起こった時は、浄化槽の方
が使用可能と思われるのですが・・・ 

 下水道は、終末処理場で家庭や事
業所などから排出される汚水を一括
して処理をする施設であり、県や市
が維持管理をしています。一方、個
人管理の浄化槽は不適正な管理をさ
れてしまう可能性があり、良好な放
流水質が確保できない場合がありま
す。また、下水道が完備されると側
溝は基本的に雨水排水専用施設とな
り、蚊などの発生の一層の軽減につ
ながります。 
 下水道は、都市生活をしていくた
めの基本的な社会資本です。下水道
への接続にご理解いただきますよう
お願いします。 
 耐震性については、下水道は基準
にもとづき設計された耐震構造とな
っています。また浄化槽においても、
大規模地震では、本体の亀裂発生や
浮き上がりといったことがあるよう
ですので、大規模災害時における被
災の可能性は両者ともにあるのでは
ないかと推測されます。 

計画(案)の変更
なし 
 

６ ⑩  下水道料金は水道料金の 9 割と聞
いているが、実際はいくらかかって
いるのか？足りない分は、税金を使
っていると思われるが、浄化槽を使
用している人には不公平ではないの
か？ 
 処理料金はいくら余っているの
か？ 

 現行の下水道使用料の算定につい
ては、財政収支計画策定期間の維持
管理費を概ね賄える額となってお
り、下水道整備に係る費用を賄える
までのものではないことから、今後、
検討していくことが必要と考えてい
ます。 
 生活排水処理施設に係る市民負担
の公平性については課題として検討
していきます。 

●生活排水対策
推進計画書(案) 
P4 第 2章 3.(2)
の内容を修正 
●概要版(案) 
P6 5-1の内容を
修正 

 



伊勢市生活排水対策推進計画の一部変更（新旧対照表） 
新 現行 

本冊 P4 第 2章 3.(2) 
概要版 P6 5-1 
 
合併処理浄化槽 

 上記の公共下水道区域以外を合併処理

浄化槽区域とし、公共下水道区域で供用開

始となっていない区域と合せ、現行の補助

制度を利用した個人設置型により合併処

理浄化槽の整備を推進する。 
 ただし、合併処理浄化槽区域において

は、今後の社会情勢や国県等における補助

制度の動向を見極めたうえ、市が設置から

維持管理までを行う方式(市設置型)での
整備を検討する。 

本冊 P4 第 2章 3.(2) 
概要版 P6 5-1 
 
合併処理浄化槽 

 上記の公共下水道区域以外を合併処理

浄化槽区域とし、公共下水道区域で供用開

始となっていない区域と合せ、現行の補助

制度を利用した個人設置型により合併処

理浄化槽の整備を推進する。 

 


